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1．はじめに 

 今後、人口減少・少子高齢化による税収の減少や老朽

化したインフラ維持費用の増大によって、地方財政が

圧迫されることが予想されている。また、災害外力の増

大により、災害が多発することが予想されているが、現

在の都市では、災害危険区域内に進出している住居が

見受けられる。このような状況の中、平成 26年 8 月に

都市再生特別措置法 1）が一部改正され、コンパクトな

まちづくりのために立地の適正化をおこなうことが定

められ、それを実行する為には、現在の地区の構造を評

価する必要がある。本研究では、宮崎市を対象とし、 

生活利便性・安全性・都市経営の面から地区の特徴を

評価することを目的とする。 

 

2．地区の生活利便性・安全性・都市経営の評価 

 表 1 に示す項目に従って、生活利便性・安全性・都市

経営の観点から、宮崎市内の 21 か所の地域自治区(図

1)を評価し、その結果を地区間・地区内で比較した。 

 

3．評価の結果 

3.1 地域自治区間の評価結果 

医療施設の生活利便性・安全性と、各地区の建物稼働

率、地域維持費用以外に使用できる税収の割合を地区

間で比較したものを図 2～5 に示す。図 2・3 より、東大

宮地区の医療施設は他地区と比較して生活利便性・災

害安全性ともに高いが、高岡地区では双方ともに他地

区と比較して低いということが分かる。これより、立地

の再編を図る際には高岡地区の医療施設の立地を改善
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表 1 地区の生活利便性・安全性・都市経営の評価項目 

評価分野 評価軸 評価指標 使用したデータ 出典 

生活 

利便性 
公共交通 

鉄道駅 1km、バス停 500m 半径の範囲に 

立地する都市施設(医療・福祉・行政・文化・教育・商業

施設)及び世帯の数の割合 

鉄道・バス停留所・文化施

設・学校・医療機関・福祉

施設・市町村役場等及び 

公的集会施設の 

ポイントデータ 

国土数値情報 

商業施設のポイントデータ i タウンページ 

安全性 
災害安全性 

洪水、土砂災害、南海トラフ地震による津波の被害が 

想定されていないエリアに立地する 

都市施設(医療・福祉・行政・文化・教育・商業施設) 

及び世帯の数の割合 

浸水想定区域・ 

土砂災害危険箇所 
国土数値情報 

津波浸水予想地域 

宮崎県 

津波浸水 

予想地域図 

建物稼働率 荒廃化や治安悪化の原因となる空き家を除く建物の割合 水道メーター調査結果 宮崎市 

都市経営 

地域の 

維持費と 

税収の関係 

今後 50 年間に地域を維持していくために必要な費用 

(地域維持費用)以外に用いることのできる、地域から生

み出される税収の割合 

※地域維持費用＝インフラ維持・更新費用 

＋災害復旧費用 

※税収＝個人市民税＋固定資産税 

海岸保全施設・ダム・ 

下水道関連施設データ 
国土数値情報 

市道路線台帳・橋梁台帳・

固定資産台帳・ 

上水道配管図データ・ 

下水道施設データ 

宮崎市 

インフラ関連費用：対象インフラデータを GIS 上に構築しインフラ量を把握、これに維持管理原単位・更新原単位を乗じて推計 

災害復旧費の推計：地震・津波は内閣府のデータ 2)から、洪水・土砂災害は水害統計 3)より期待被害額を推計 

税収入の推計：個人市民税と固定資産税を対象とし、個人市民税→1人当たり個人市民税×各地域自治区生産年齢人口 

固定資産税→土地：1 ㎡当たり地目別評価額 4)×地目別面積、建物：床面積 1 ㎡あたり住宅評価額 4)×地目別面積で推計 

なお、土地面積は建物ポイントデータ 5)を参考にした 
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するような方策を練る必要があると考えられる。この

ように、ある項目を地区間で評価することでどの地区

で何を重点的に取り組んでいくべきなのかを考えるこ

とができる。 

図 1．宮崎市の地域自治区 

  

図 2. 医療施設の生活利便性 図 3. 医療施設の災害安全性 

  

図 4.建物稼働率 図 5．地域維持費用以外に 

使用できる税収の割合 

図 4 より中央西・中央東・小戸など市街地において建

物稼働率が低くなっていることが分かる。これは市街

地の空洞化の発生を示唆しており、土地利用の高密度

化を図る対策(市街地への集約など)を取っていく必要

性が考えられる。また、図 5 より赤江・檍などの沿岸

部、東大宮など大淀川に面した地区では税収のうち地

域維持費用への支出割合が高いということが明らかに

なった。理由として津波や洪水などの災害対策費用が

他地区よりも多くかかるということが考えられる。 

3.2 地域自治区内の評価結果 

表 1 各項目を地域自治区内で比較した結果を図 6.7

に示す。ここでは中山間地域である高岡地区、市街地で

ある中央東地区を示す。 

  

図 6.高岡地区の地区内評価結果 図 7.中央東地区の地区内評価結果 

上図より、高岡・中央東地区共に災害安全性に関わる

指標で偏差値 50 を下回っていることから、災害安全性

が低く、今後これらの地区での立地の再編を考えるに

当たって、危険な地区からの撤退など災害に対する安

全性を高める方策を取る必要が考えられる。このよう

に地区内で弱い部分を把握する事で、立地適正化を進

めるうえでとるべき対策を明らかにすることができる。 

 

4．結論 

本研究では生活利便性・安全性・都市経営の面から

宮崎市の各地域自治区の特徴を把握する事が出来た。

今後は今回把握した特徴を用いて、立地適正化計画を

進める際どのように計画を策定すべきなのか、いつ・ど

こに建物を誘導すべきなのかを検討する必要がある。 
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